
第６回 訪日外国人旅行者等に対する医療の提供に関する検討会
令和元年（2019年）8月19日

厚生労働省医政局総務課 医療国際展開推進室

今年度の検討内容について

資料１



「訪日外国人旅行者等に対する医療の提供に関する検討会」
における議論と今後の方向性

• 外国人患者が医療機関
を受診する際、医療機関
と患者間で、診療価格や
治療内容等が相互に理
解されることにより、適切
な医療提供体制の整備
が促進される。

• 国・都道府県も連携し、継
続的にPDCAサイクルを
回していく。

• 訪日外国人旅行客が、予
期せぬ病気やけがの際、
不安を感じることなく医療
等をうけることができる体
制を構築する。

• これらの取組は、訪日外
国人旅行者への対応だ
けではなく、在留外国人
患者への対応にも資する。

今後の方向性（案）検討会での議論概要

• 訪日外国人旅行者の増加
3,119万人(2018年)1)

• 訪日外国人旅行者の約
1.5%が医療機関を受診2)

背景
• 医療機関への負担

(体制整備・言語対応・未収
金等)

• 予期せぬ病気やけがに
なった訪日外国人旅行者
の医療機関へのアクセス
の確保

課題

• 「医療機関における外国人
患者受入に係わる実態調
査」による、大規模かつ定
量的な実態把握

– 患者数、診療価格、未収
金等

課題の把握

• 「訪日外国人旅行者等に対
する医療の提供に関する
検討会」において様々なス
テークホルダーを交えての
議論と合意形成

課題に対する議論

1) 日本政府観光局, 2) 観光庁

各ステークホルダーに求められる役割

• 利用者にとって有益な
サービスが提供できる
ように、自主的な取組
を行い、健全な市場を
形成

民間事業者

• 様々な分野の関係団
体との協議をふまえ、
地域における外国人患
者受入れのルールを
模索

都道府県

• 全国的な課題の把握と
整理

• 市場原理が働かない
領域の支援

• マニュアルの作成等、
情報の集約と発信

• これらを通じた医療提
供体制の整備

国

• 国・都道府県から提供
される情報や民間事業
者のサービスを活用し、
訪日外国人旅行者を受
け入れる体制を構築

医療機関
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政府全体の取組み
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成長戦略に記されているインバウンド施策

外国人観光客については、訪日外国人に対する適切な医療等の確保に関するワーキンググループの議論を踏まえ、

観光客自身の適切な費用負担を前提に、旅行中に病気やけがをした場合でも、不安を感じることなく適切な医療を受け

られる環境整備を行う。また、在留外国人にも共通する点は同様の取組を行う。

医療のインバウンドの推進については、訪日・在留外国人患者が安心・安全に日本の医療機関を受診できるよう、医

療通訳等の配置支援等を通じて、受付対応等も含めた「外国人患者受入れ体制が整備された医療機関」を2020 年ま

でに100 か所で整備する目標を前倒し、本年度（※）中の達成を目指す。これらの基幹となる医療機関に加え、地域の実

情を踏まえながら外国人患者の受入れ体制の裾野拡大に着手し、受入環境の更なる充実を目指す。
（※）2017年度中を指す

未来投資戦略２０１７ （抄） （平成２９年６月９日閣議決定）

未来投資戦略２０１８ （抄） （平成３０年６月１５日閣議決定）

メディカル・エクセレンス・ジャパン（MEJ）やJETRO 等を中核とした医療の国際展開、ジャパン・インターナショナル・ホ

スピタルズ（JIH）等による医療インバウンド及び「訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合対策」に則っ

た医療提供を一体的に推進することで、我が国の医療の国際的対応能力を向上させる。

厚生労働省と観光庁が連携し、訪日外国人旅行者を受け入れる共通の医療機関のリストを整備するなど、医療機関

における外国人患者の受入環境整備を進めるとともに、訪日外国人旅行者に対する旅行保険の加入促進に取り組む。

成長戦略２０１９（抄） （令和元年6月21日閣議決定）
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訪日外国人に対する適切な医療等の確保に関するワーキンググループの設置について

 近年の訪日外国人の増加に伴い、訪日外国人に対する医療の提供に関連する多様な問題が発生。

 これに対し、関係府省庁が連携して取り組むことが必要。このため、健康・医療戦略推進本部の下に、「訪日外国人に対する適切な医療等の確保

に関するワーキンググループ」を設置（２０１８年３月２２日付）。

体制 構成員（２０１９年４月２４日現在）

※ 議長は、必要に応じて地方公共団体、構成員以外の関係府省、部局との適切な連携を実施。

議長 内閣官房健康・医療戦略室長

構成員

内閣官房東京オリンピック・パラリンピック推進本部

事務局長

公益社団法人日本医師会

一般社団法人日本病院会

総務省大臣官房地域力創造審議官 公益社団法人全日本病院協会

総務省国際戦略局長 一般社団法人全国医学部長病院長会議

消防庁次長 一般財団法人日本医療教育財団

出入国在留管理庁次長 公益社団法人日本歯科医師会

外務省領事局長 公益社団法人日本薬剤師会

文部科学省高等教育局長 一般社団法人日本旅行業協会

スポーツ庁 次長 一般社団法人全国旅行業協会

厚生労働省医政局長 一般社団法人日本旅館協会

経済産業省商務・サービス審議官 一般社団法人日本ホテル協会

観光庁長官 一般社団法人全日本シティホテル連盟

北海道保健福祉部地域医療推進局医務薬務課長 全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会

東京都福祉保健局医療改革推進担当部長 一般社団法人日本損害保険協会

三重県雇用経済部観光局長 一般社団法人外国損害保険協会

大阪府健康医療部長 日本エマージェンシーアシスタンス株式会社

福岡県保健医療介護部長 岡村世里奈国際医療福祉大学大学院准教授

宮崎県商工観光労働部長
山田紀子一般社団法人Medical Excellence 
JAPAN理事

本部長：内閣総理大臣
本部員：全国務大臣

健康・医療戦略推進本部

議長：健康・医療戦略担当大臣
構成員：関係府省局長級

健康・医療戦略推進会議

議長：健康・医療戦略室長
構成員：関係府省局長級・関係団体

訪日外国人に対する適切な医療等の
確保に関するワーキンググループ

医療国際展開タスクフォース

内閣官房健康・医療戦略室
資料引用
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訪日外国人に対する適切な医療等の確保に向けた総合対策の主な進捗状況 （2019年4月時点）

日
本
に
入
国

日
本
か
ら
出
国

宿
泊
業
・旅
行
業

選定

医療費及び
医療内容の

事前提示・前払い

医療費後払い

通常の
診療時

救急時

地方自治体
観光部局・医療部局が連携地域医師会等

外国人観光客受入に備えた

拠点医療機関・軽傷例対応医療機関

外
国
人
の
母
国
か
ら
出
国

ワンストップ窓口

医療機関等
からの相談を
一元的に受付。

アシスタンス
会社等の活用
２４時間３６５
日対応

＝国の対策・支援

・医療コーディネータの養成
・医療通訳者の養成・医療通訳とＩＣＴツールの

役割分担・整備
・翻訳ＩＣＴ技術に対応した
タブレット端末等の整備
・一般用医薬品に関する
多言語での情報提供
・医療機関等情報の多言語
での発信

・キャッシュレス決済比率
向上への環境整備
・医療費前払いによる支払
方法の提示

・外国人の診療にかかる
合理的な価格設定方法の提示

・外国人観光客に対する応召
義務の考え方の整理と
関係者への周知
・医療紛争の防止に向けた
取組

・医療機関及び都道府県向け
マニュアルの整備・周知

人材育成多言語対応

円滑な支払の支援

マニュアル整備

制度・ルールの明確化

旅行保険加入勧奨

航空機内、クルーズ船内で
の加入勧奨

・在外公館や海外
旅行エージェント等
を通じた加入促進
・外国語旅行ガイド
ブックへの加入勧
奨情報掲載の働き
かけ

過去に医療費の不払い等の
経歴のある外国人観光客に
対し厳格な審査を実施し、新
たな医療費の不払い発生を
防止

不払い実績者への
入国審査の厳格化

感染症対策
の強化

外国語旅行ガイ

ドブックにおける
医療に関する正
確な情報掲載に
向けた働きかけ

情報発信

薬局等

入国時（上陸審査場）・
入国後（観光案内所等
訪日外国人と接点になる
場所）における加入促進

地域における対策協議会

在日公館
（大使館・
領事館）

外国人の
国籍取得や
送還等の
対応

地方
入国管理局

在留資格の
対応

全国レベル
の連携
（ＷＧ）

一部の

相談対応等
は全国単位
で対応

アシスタンス
会社等の
活用

２４時間３６５
日対応

ト
ラ
ブ
ル
が
起
こ
っ
た
ら

国における府省横断的な情報共有と連携の
仕組みの構築

（実態の継続的把握と取組の改善（ＰＤＣＡ））

国における連携の仕組み・実態把握調査（医療機関・観光業界）
・ワンストップ窓口・対策協議会設置に向けたモデル事業
・救急搬送と搬送先医療機関の連携

対策協議会設置

ス
マ
ホ
等
で

保
険
に
加
入
可
能

入国前 入国後
１

３

４

５

７

６

• 在外公館やJNTO現地事務所等で掲載・配布する保険加入勧
奨ポスター及びチラシを制作・発送。 【１－１】

• 各国政府や在日公館に対し、訪日外国人に対する旅行保険
加入勧奨案内を行ってもらうよう要請。 【１－１】

• 一部路線の航空機内、クルーズ船内においても試験的に保
険加入勧奨チラシを配布。 【１－３】

• 成田・羽田・関西・中部・福岡・新千歳・那覇空港の上陸審査
場において旅行保険加入の勧奨を実施。 【１－４】

• 海外で販売されているガイドブックへ旅行保険を勧奨する情
報を掲載するようJNTO海外事務所等を通じて働きかけ。【１－５】

【関連予算】
• 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（観光振興調

査費）（観光庁、2019年度当初予算、814百万円の内数）

• 主な外国語旅行ガイドブックの医療に関する記載を集約済み。
厚生労働省と観光庁で望ましい記載について検討。 【１－８】

• 上記を踏まえ、JNTO海外事務所等を通じてガイドブック発行

社へ正確な情報への修正を依頼。 【１－８】

１

• 感染症の侵入を防ぐための入国時の水際対策の強化。【１－９】
• 感染症発生動向を迅速かつ的確に把握するためのサーベイ

ランス機能の強化。 【１－９】
• 海外からの中長期在留予定の訪日客に対する結核の入国前

スクリーニングについては、速やかに実施予定。【１－９】
【関連予算】
• 検疫所における水際対策の推進（厚生労働省、2019年度当

初予算、 11,559百万円の内数）

• ｢医療機関における外国人患者受入れに係る実態調査」を実
施し、医療費不払いの実態を調査・発表。 【３】

• 体制構築に向けて、不払い等の経歴がある外国人観光客に
かかる情報の通報手順の整理、医療機関に対する周知を検
討予定。 【３】

• 病院・外国人旅行者・旅行業者・宿泊施設を対象とした調査を実施し、取りまとめ。【２－１】
• ５都道府県（北海道・東京都・三重県・京都府・大阪府）において、外国人患者受け入れ体制のモデル構築のための検討会議体の

設置や実態把握等を実施。 【２－２】
• 2019年度は、地方自治体において医療機関からの相談に対応するための事業を実施。 【２－２】
【関連予算】
• 外国人患者に対する医療提供体制整備等推進事業（厚生労働省、2019年度当初予算、653百万円）
• 訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（観光振興調査費）（観光庁、2019年度当初予算、814百万円の内数）

• 2019年４月に「訪日外国人に対する適切
な医療等の確保に関するWG」を開催。

２

２

３

４

５

６

• 「訪日外国人旅行者等に対する医療提供体制に関する検討会」等での議論を経て、医療紛争の防止に向けた取組方法を含む医療機関向けのマニュアルを作成。【２－４】 【２－１５】
• 「訪日外国人旅行者等に対する医療の提供に関する検討会」において、医療コーディネーターの役割やICTツールの活用について議論。この議論を基に、2019年度の「翻訳ICT技術に対応したタブレット

端末等の配置事業（仮称）」及び「医療コーディネーター等養成研修事業（仮称）」を実施。 【２－５】 ・ 【２－６】 ・【２－９】
• 厚生労働科学研究班が、医療通訳の認定制度案を作成。この成果を活用し、医療通訳の認定制度の実施団体が、実施要綱等を作成し公開。 【２－７】

• 多言語音声翻訳技術の研究開発において、医療分野における実証等を通じて高度化を実施。 【２－８】

• 産学官から構成される「一般社団法人キャッシュレス推進協議会」を設立。今後、日本医師会等とも協力しながら、「医療機関等におけるキャッシュレス普及促進に関するプロジェクト(仮称)」の開催に

向け関係者と準備・調整中。 【２－１０】
• 厚生労働科学研究班が外国人の診療にかかる合理的な価格設定方法を研究し「訪日外国人旅行者等に対する医療提供体制に関する検討会」にて議論。研究結果を取りまとめ公表する予定。 【２－１１】
• JNTO及び観光庁のホームページ上で薬剤の情報サイトへのリンクを掲載。 【２－１３】

【関連予算】
• 外国人患者に対する医療提供体制整備等推進事業（厚生労働省、2019年度当初予算、1,008百万円）
• 災害時における多言語音声翻訳システムの高度化（総務省、2018年度第２次補正予算、820百万円）

７

内閣官房健康・医療戦略室資料引用
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厚生労働省の取組み
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外国人患者受入に関する環境整備（厚生労働省の取組）

現
状

■外国人患者受入れのための環境整備が不可欠

※ 訪日外国人数：年間 3,119万人 （2018年） 、 在留外国人数：約273万人 （2018年12月）

■特に外国人観光客については、…（中略）…観光客自身の適切な費用負担を前提に、旅行中に病気やけがをした場合
でも、不安を感じることなく適切な医療を受けられる環境整備を行う。また、在留外国人にも共通する点は同様の取組を
行う。 （未来投資戦略2018（2018年6月閣議決定））

厚
生
労
働
省
の
取
組

医療機関の整備 地域の受入体制強化

■各地域の拠点となる医療機関の整備
• 医療通訳者・医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置支援 等

■医療機関の院内体制整備支援
• 院内案内表示、問診票等の多言語化 等

■医療通訳のシステム構築
• 医療通訳育成カリキュラム・テキストの作成 等

■多言語の診療申込書等を厚労省ＨＰで公開
• 5か国語（英・中・韓・ｽﾍﾟｲﾝ・ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ）で作成

■都道府県単位でのモデル構築の支援
• 医療機関、観光業界等を含め横連携するために、都道府県
単位で、多分野の関係者による議論の場の設置、地域固有
の実情把握、情報発信等 を行う
※2018年度は5箇所で実施

（北海道、東京都、三重県、京都府、大阪府）

■電話通訳の団体契約の利用促進
• 団体契約を通じ電話医療通訳の利用促進を図る

■外国人患者受入に係る医療機関向けマニュアル

の作成

■希少言語も含めて対応可能な遠隔通訳サービス
• 希少言語にも対応可能な遠隔通訳サービスを提供

■医療コーディネーター等養成研修
• 医療コーディネーター等の養成研修等を実施

■翻訳ICT技術に対応したタブレット端末等の配置
• 翻訳ICT技術に対応したタブレット端末等を配置

※ 都道府県が選定した「外国人患者を受け入れる拠点的医療

機関」を中心に支援

従
来
の
取
組

新
た
な
取
組(

令
和
元
年
度)

■都道府県単位の医療・観光等連携ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ対応
• 都道府県に、地域の課題の協議等を行う業界分野横断的
な関係者による協議会を設置し、実態の
把握・分析や受入医療機関の整備方針
の協議、リスト作成と関係者への周知、
地域の課題の協議などを行う。

• 都道府県に、医療機関等から
寄せられる様々な相談にも
対応できるワンストップ窓口を設置する。

協議の場
消防（救急）

医療

観光

多文化共生
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医療機関における外国人患者受入れ環境整備事業 令和元年度予算 136,697千円（134,692千円）

我が国の訪日外国人は3,119万人1)（2018年）、在留外国人は約273万人2)（2018年12月）と増加傾向。

 こうした中、外国人患者が安心して日本の医療機関を受診できるよう、国内の医療機関における外国人患者受入のための環境
整備が不可欠。

未来投資戦略2017において掲げた「外国人患者受入れ体制が整備された医療機関」を100か所整備する目標は前倒して達成さ
れたため、今後は、都道府県が選定する「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」（※）を中心に、医療通訳者等の配置支
援、電話通訳の利用促進等を通じて、外国人患者の受入れ環境の更なる充実を目指す。

（参考）主な関係閣議決定等

 経済財政運営と改革の基本方針2019 （令和年6月閣議決定）

 未来投資戦略2017（平成29年6月閣議決定）、未来投資戦略2018（平成30年6月閣議決定）、成長戦略2019（令和元年6月閣議決定）

 観光ビジョン実現プログラム2019 （令和元年6月観光立国推進閣僚会議（主宰：内閣総理大臣）決定） 等

 背景： 地域毎に異なる問題が生じており、

地域固有の事情を勘案した上での対応が
必要がある

 事業概要： 都道府県において、①多分野
の関係者による議論の場の設置、②地域
固有の実情の把握、③情報発信等を行い、
地域特性に応じたモデルを構築

①地域における外国人患者受入れ
体制のモデル構築事業

モデル都道府県を５程度選定

 背景：地域の外国人患者受入の拠点と
なる医療機関における多言語対応等の
体制整備を進める必要がある

 事業概要：
① 外国人患者を受け入れる拠点的な医

療機関（※）への医療通訳者や外国人
患者受入れ医療コーディネーターの
配置

② 拠点的な医療機関の体制整備を支援
するための情報提供や助言

③医療通訳者・外国人患者受入れ
医療コーディネーター配置等支援事業

拠点的な医療機関から10～箇所選定

 背景： 電話による医療通訳は、利便性

が高いものの、医療機関における認知
度はまだ十分でない

 事業概要：とりまとめ団体3)と電話通訳
事業者との間で、一括して通訳の利用
に係る契約を行い（団体契約）、傘下の
医療機関が電話通訳を利用できるよう
にする

②団体契約を通じた電話医療通訳の
利用促進事業

団体契約を行う事業者を５程度選定

1) 日本政府観光局, 2) 法務省, 3) 複数の医療機関から構成される法人（病院団体・グループ、医師会等）、地方公共団体等

協議の場
消防（救急）

医療

観光

多文化共生
インターネット回線や通信場号技術を

用いた通訳端末
電話回線

※外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関

「「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」の選出及び
受入体制に係る情報の取りまとめについて（依頼）」（平成31
年3月26日付け医政総発0326第3号、観参発800号）に基づき
選出された医療機関
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 2018年の訪日外国人は3,119万人にのぼり、訪日外国人が増加する中、外国人患者が安心・安全に日本の医療機関を受診できる体制を整備するこ
とが重要である一方、医療機関においては、意思疎通や未収金発生の問題などの課題が指摘されている。

 「自民党政務調査会 外国人観光客に対する医療ＰＴ」が、「外国人観光客に対する快適な医療の確保に向けた第一次提言」（平成30年4月27日）を
取りまとめ、以下の対応策を行うことが求められた。

 政府の健康・医療戦略推進本部の下に「訪日外国人に対する適切な医療等の確保に関するワーキンググループ」が設置され、「訪日外国人に対する
適切な医療等の確保に向けた総合対策」（平成30年6月14日）が取りまとめられた。

背景

外国人患者に対する医療提供体制整備等の推進【新規】 令和元年度予算 1,518,259千円（0千円）

「外国人観光客に対する快適な医療の確保に向けた第一次提言」における要望（抄）

都道府県単位の医療・観光等連携ワンストップ対応

 都道府県に、地域の課題の協議等を行う業界分野横断的な関係者
による協議会を設置し、実態の把握・分析や受入医療機関の整備方
針の協議、リスト作成と関係者への周知、
地域の課題の協議などを行う。

 都道府県に、医療機関等から寄せら
れる様々な相談にも対応できる
ワンストップ窓口を設置する。

通訳機能等を備えたタブレット端末等の整備

 外国人受入の拠点となる医療機関に、受付から
支払までの流れを一貫して支援することが可能
な通訳機能等を備えたタブレット端末等を配備

新規に実施する事業

Sila menjaga diri sendiri

Mangyaring alagaan ang iyong sarili

Выздоравливайте

 外国人観光客を医療機関等へつなぐ協力体制整備

–国は、特に外国人観光客の受診が急増している地域等において、対策協議会の設置やそれに基づく地域横断的な仕組みを構築するモデル事業を2019年度
中に開始する。

 医療機関等の窓口における外国人観光客対応力の向上

–自治体と関係機関の緊密な連携のもとに実施できるよう必要な支援を行う。また（略）ワンストップの対応を行うために、自治体に窓口を設ける。
 医療機関等における外国人観光客への研修強化

–医療文化・習慣の相違に配慮した診療提供のための研修を厚生労働省が観光庁等の関係省庁や自治体と連携して行う。

（略）また、厚生労働省は、地域の実情に応じて、重点病院等において活躍する外国人向け医療コーディネーターの養成と配置を進める。
 医療機関等における医療通訳・多言語対応の体制整備

–医療機関等における多言語でのコミュニケーションの体制整備を行う。（略）2019年度中に、少なくとも地域の外国人観光客受入の拠点となる病院には必要な
ICTツールがインストールされたタブレット等が完備されるようにすべきである。

–希少言語については、国内に医療通訳のニーズも少なく、加えて、通訳者が少ないことから、民間事業者としては、運営整備が困難である。海外では、希少言
語の医療通訳に関しては、政府が一元運営している事例もあることから、整備は全国単位で考えていくことを検討する。

医療コーディネーター等養成研修

 医療機関の外国人患者受入対応能力向上のた
め、医療コーディネーター等の養成研修等を実
施。

希少言語も含めて対応可能な遠隔
通訳サービス

 民間サービスがなく、行政が通
訳者を確保することも難しい希
少言語にも対応可能な遠隔通
訳サービスを提供。
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• 利用者にとって有益なサービス
が提供できるように、自主的な
取組を行い、健全な市場を形成

民間事業者

• 様々な分野の関係団体との協議
をふまえ、地域における外国人
患者受入れのルールを模索

都道府県

• 全国的な課題の把握と整理
• 市場原理が働かない領域の支援
• マニュアルの作成等、情報の集約と
発信

• これらを通じた医療提供体制の整備

国

• 国・都道府県から提供される情
報や民間事業者のサービスを
活用し、訪日外国人旅行者を受
け入れる体制を構築

医療機関

各ステークホルダーに求められる役割

実態調査の実施及び結果の共有

外国人を受け入れる拠点的な医
療機関の取りまとめ及び更新

都道府県における連絡協議会の
設置支援

医療機関向けマニュアルの整備

通訳機能等を備えたタブレット端
末等の整備

地方自治体のための

外国人患者受け入れ環境整備に
関するマニュアル整備

地域における外国人患者受入れ
体制のモデル構築事業

訪日外国人に対する適切な診療
価格に関する研究

医療機関向けマニュアルの更新

医療通訳の教育カリキュラム・
研修テキストの作成

医療通訳認定の実用化に関す
る研究

医療機関における外国人患者受
入環境整備事業

「社会医療法人等における訪日
外国人診療に際しての経費の請
求について」を発出

・医療通訳や翻訳ディバイスの特徴・
整備方針
・医療紛争を防止するための取組案
などを記載。

希少言語も含めて対応可能な
遠隔通訳サービス事業

民間の市場が成り立たない部分
等への支援医療コーディネーター等研修事業

都道府県におけるワンストップ
窓口の運営支援

厚生労働省のこれまでの主な取組と今後の方向性

・外国人患者の受入れ実績
・多言語化の整備状況
・診療価格の現状
などの実態を調査。

厚生労働省のこれまでの主な取組

厚生労働省の今後の方向性と主な取組

• 実態調査等を通じて全国的な課題の把
握と整理を行い、マニュアルの改訂等を
行う。

• 市場原理が働かない領域の支援を行う。

• 外国人患者を受け入れる医療機関等の
情報の取りまとめ周知を行う。

• このような取組を通じて、訪日外国人旅
行客が、予期せぬ病気やけがの際、不
安を感じることなく医療等をうけることが
できる体制を構築する。

※別途入国審査の厳格化について出入国在留管理庁と協議
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本検討会における令和元年度の検討内容
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令和元年度訪日外国人旅行者等に対する
医療の提供に関する検討会における検討内容

① 医療機関の整備方針

一元化されていなかった外国人患者を受け入れる医療機
関の情報の整理方針

都道府県による医療機関の選出に際しての考え方

② 医療機関向けマニュアル、都道府県向けマニュアル

訪日外国人に対する基本的対応について整理したマニュア
ルの整備

③ 自由診療における診療価格

通訳等の附帯サービスの上乗せを含めた、自由診療である
外国人観光客向け医療に関する価格の合理的な設定方法

④ 医療通訳者の養成・確保・配置

医療通訳者の養成（例えば技能の認定）・確保・配置の考え
方の整理

⑤ 医療通訳・ICTツールの役割分担

症状や緊急性に応じた通訳とＩＣＴツール活用の役割分担や、
それぞれの整備方針の整理

⑥ 医療コーディネーター

医療コーディネーターの役割を整理

平成30年度検討会における検討内容

① 医療機関の整備方針

都道府県が選出した、①外国人患者で入院を
要する救急患者に対応可能な医療機関、②診
療所・歯科診療所も含む外国人患者を受入れ
可能な医療機関を取りまとめ・更新。

② 都道府県向けマニュアル（地方自治体の
ための外国人患者受け入れ環境整備に
関するマニュアル）

訪日外国人に対する基本的対応について整理
したマニュアルの整備

③ 訪日外国人の診療価格算定方法

マニュアル

自由診療である外国人観光客向け医療に関す
る価格の合理的な設定方法に関するマニュアル
の整備

第１回 第２回

第１回

第３回

第２回 第３回

第２回 第３回

第３回

令和元年度検討会における検討内容
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医療

消防
（救急）

観光

多文化
共生

外国人患者を受け入れる
拠点的な医療機関を

中心とした地域医療体制

多言語対応

受付 診察

治療

来院 検査

診断・結果説明 支払い 処方箋

制度・ルールの明確化・マニュアル整備

連絡協議会の設置

ワンストップ窓口の運営

都道府県によって選定された外国人を
受け入れる拠点的な医療機関の選出

拠点的な医療機関における環境整備
（翻訳ICT技術に対応した端末等の配備）

希少言語も含めて対応可能な遠隔通訳サービス

医療コーディネーター等養成研修事業

夜間・休日相談窓口の
設置・運営

都道府県によって選定された外国人を受
け入れる拠点的な医療機関の取りまとめ

地方自治体のための外国人患者受け入れ
環境整備に関するマニュアル整備

都道府県における対応 国における対応

連絡協議会の設置支援

ワンストップ窓口の運営支援

外国人患者の受入れのための
医療機関向けマニュアル整備

地域における
連絡協議会

訪日外国人の診療価格
算定方法マニュアル整備

各医療機関における対応入国

出国

訪日外国人旅行者等に対する取組
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